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［議案補充説明］議案第 111号

「三重県の事務処理の特例に関する条例の一部を改Eする条例案」

1 改正理由

農地法に基づく農地転用許可等について、農地法の一部改正により、農林水産

大臣が指定する市町村（指定市町村）が、都道府県に代わり農地転用許可等を行

うことができるようになりました。津市、松阪市など 14市町の指定（平成28年

6月1日及び平成28年 10月1日）につづいて、四日市市、亀山市及び多気町の

2市1町が指定（平成29年4月1日）されました。

これに伴い、「三重県の事務処理の特例に関する条例jにおいて移譲していた事

務についても指定市町村の事務となることから、「三重県の事務処理の特例に関す

る条例Jを改正します。

2 条例改正の概要

農地法に基づく農地転用の許可等の事務を処理することとする市町から、平成

29年4月 1日付けで農地法第4条第1項に規定する指定市町村となった四日市

市、亀山市及び多気町を削除します。

3 施行期日

公布の日
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農地転用許可に係る権限移譲等について（概要）

0農地転用許可に係る権限は、農地を確保しつつ、地域の実情に応じた主体的な土地利用を行う観点から、地方に移譲等

・2～4haの農地転用に係る固との協議は廃止

・4ha超の農地転用に係る権限は、固との協議を付した上で、都道府県（下記の指定市町村にあっては指定市町村）に移譲

田農地転用許可制度を適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たしている農林水産大臣が指定す

る市町村に都道府県と同様の権限を移譲
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( 1 ）平成29年度成果レポート（案）について

1 農林水産部の主担当施策

「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」における農林水産部の主担当施策は、次表の

とおりです。

［表1］農林水産部主担当施策

施策名 進展度 別冊項

1 4 7 獣筈対策の推進 B 1 

1 5 3 豊かな自然環境の保全と活用 A 5 

3 1 1 農林水産業のイノベーションを支える人材育成
A 9 

と新たな価値の創出

3 1 2 農業の振興 A 13 

3 1 3 林業の振興と森林づくり B 18 

3 1 4 水産業の振興 A 22 

2 目標値（31101）の上方修正

基本事業31101「食のバリューチェーン構築による新たなビジネスの創出jについては、

「みえフードイノベーション」から生み出される商品等の売上額（累計）を目標項目と

していますが、伊勢志摩サミットにあわせた商品開発・販売が好調であったことや新たな

販路が拡大したことなどから、関連商品の売上額が大幅に増加し、平成 31年度の目標を

平成28年度において達成することができました。

このため、以下のとおり目標値を上方修正します。

( 1 ）単年度目標の考え方

現在の目標値（平成27年度策定）は、平成24年度から平成26年度までの3か年の平均

売上額（億円単位切り上げ）を基に算出していましたが、修正案では、各年度の目標を

直近3か年の平均売上額（億円単位を切り上げ）としています。

単年度目標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

売上額 4億円 5｛意円 10億円 7億円※ 8億円※

直近3か年 6. 3イ意円 7.3億円

平均

単年度目標 7イ意円 8億円

※ 平成29年度以降の売上は、単年度目標額を使用する

( 2）目標値修正案

活動指標

当初目標値

修正後巨標値

平成27年度

9｛意円

平成28年度

12イ意円

19億円
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平成29年度

13億円

26億円

平成30年度

16億円

34 ｛意円

9億円※

8. 3 ｛意円

9億円

平成31年度

191意円

43億円



( 2) 「三重県財政の健全化に向けた集中取組（案） Jにおける事務事業等の見直しについて

集中取組期間における事務事業の見直し一覧（農林水産部関係）

0この一覧表は、「事務事業の見直し』について、個々の見直しの方向性を整理したものです。
O表ごとの分類の考え方は以下のとおりです。
・「（1 ）平成29年度の見直しJは平成29年度当初予算において見直しを行ったもの
．「（2）平成29年度から平成31年度における見直し」は、
α平成29年度から平成31年度当初予算にかけて段階的に見直しを行っていく予定のもの
（複数回の見直しを行う）
②集中取組期間（平成29年度～平成31年度）のいずれかの当初予算において見直す予定のもの
イ（3）平成30年度の見直し」、「（4）平成31年度以降の見直しJはそれぞれの見直し（予定）年度の当初予算
において見直す予定のもの
0平成30年度以降の見直しについては、現時点の予定であり、平成30年度予算編成以降の議論により、事業の
追加も含め、変更される場合があります。

( 1 ）平成29年度の見直し

N。 細事業名 見直年し（度予定） 見直しの内容（方向性）
平成29年度 所管主部局

（）内は細々 事業名 予算額

林業担い手育成確 高校生の職場体験研修については、事業規模を縮小し
保対策事業費

平成29年度
た上で、「豊かな森と地域を担う入づくり事業」の中で実

772 
農林水

（林業就業促進総 施することとし、当事業は平成28年度をもって廃止す 庭部
合対策事業） る。

食のJfリューチェー
2年間デ 予サイエンティスト養成講座を実施し、 定

2 
ン構築に向けた

平成29年度 初期支援の目的が達成されたと判断されることから、 。農林水
ビッグデ空分析人

平成28年度をもって廃止する。
産部

材育成事業費

みえの食バリュー 2年間の実証・検討事業の結果をふまえ、引き続き実施
。農林水3 チェーン構築事業 平成29年度 する必要のある取組は他事業に統合し、本事業につい

費 ては平成28年度をもって廃止する。
産部

当該事業で育成した魚食リ ダーの活用の場の提供

みえの魚食普及推
は、民間団体へ移行し、県は人材を育成，確保する取

農林水
4 
進事業費

平成29年度 組を行う。 874 
度部

（なお、平成29年度以降は「みえのさかな消費機会創出
事業』で実施する。）

平成23年度からの事業実施で培ってきたノウハウを活
かし、「地域活性化プラン支援チーム』の活動を強化す

5 
地域活性化プラン

平成29年度 ることで、プランの策定と実践を支援することとし、外部 1,969 
農林水

推進事業費
専門家によるス空ートアップ支援は平成28年度をもって

産部

廃止する。

6 
戦略的ブランド化

平成29年度
新規認定審査にかかる三重ブランド認定委員会の開催

1,978 
農林水

推進事業費 方法などの見直しにより経費節減を図る。 産部

( 1 ）小百十 5,593 

（単位千円）

(2）平成29年度から平成31年度における見直し

Nol 細事業名 ｜見直し（予定い
（）肉は細々 事業名｜ 年度 見直しの内容（方向性）

町
市
干
一
口
名

位
所
省
訂
！
年
額
四
算
成
予
平

該当なし
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(3）平成30年度の見直し

No 細事業名
見直し（予定）

見直しの肉容（方向性）
平成29年度 所官部局

（）肉は細々 事業名 拝度 予算額 主

1輸出対応型産地育
平成30年度

茶の販路拡大に向けて、平成28年度に作成した紡除指
農林水

成支援事業費
針l、基ついた余生産の実証と普及を行い、平成29年度 1,397 

をもって事業を終了できるよう取り組む。
産部

移住促進に向けた
中山間地域への移住の促進を図るために実施する既

2 農山漁村魅力発信 平成30年度
移住者等の体験談や農林漁業への就業状況を知るモ 農林水

事業費
丁ルツアーについて、平成28年度及び平成29年度の

3,272 
産部

2ヶ年の事業実績をふまえて、その有効性を確認する。

(3）小計 4,669 

（単位千円）

(4）平成31年度以降の見直し

N。 細事業名 見直し（予定）
見直しの内容（方向性）

平成29年度 所音部局
（）肉は細々 事業名 年度 予算額 名

伊勢湾アサリ復活
伊勢湾のアサリ資源を復活し、アサリ漁業の再生を白

プロジェクト推進事 平成31年度
指し、稚貝が干潟に定着する仕組みの実証に取り組ん

1,000 
農林水

業費
でおり、平成30年度をもって事業を終了できるよう、引 産部
き続き取り組む。

三重県が自然体験の聖地となり、県内外の多くの人に

2 
三重まるごと自然

平成32年度
自然を体験してもらうため、人材育成や情報発信等に

17,00C〕
農林水

体験促進事業費 取り組んでおり、平成31年度をもって事業目的を達成し 産部
て事業終了できるよう、重点的に事業を実施する。

(4）小計 18,000 

（単位千円）

合計 I 2a.262] 

zu 



集中取組期聞における県単独補助金の見直し一覧（農林水産部関係）

0この一覧表は、「県単独補助金の見直し」について、個々の見直しの方向性を整理したものです。
O表ごとの分類の考え方は以下のとおりです。
E『（1 ）平成29年度の見直し」は平成29年度当初予算において見直しを行ったもの
E「（2）平成29年度から平成31年度における見直しjは、
①平成29年度から平成31年度当初予算にかけて段階的に見直しを行っていく予定のもの
（複数回の見直しを行う）
②集中取組期間（平成29年度～平成31年度）のいずれかの当初予算において見直す予定のもの
・『（3）平成30年度の見直し」、 c(4）平成31年度以降の見直し」はそれぞれの見直し（予定）年度の当初予算
において見直す予定のもの
0平成30年度以降の見直しについては、現時点の予定であり、平成30年度予算編成以降の議論により、事業の
追加も含め、変更される場合があります。，

( 1 ）平成29年度の見直し

No 
細事業名 見直年し（度予定） 見直しの内容（方向性）

平成29年度 所音部局
（）肉は細々 事業名 予算額 名

林業担い手育成確
架線集材技術者の育成は林業を活性化するためには

保事業費補助金
重要であるが、平成29年度は事業体からの要望が少な

。農林水
1 （林業技能士育成 平成29年度 いため、当事業は平成28年度をもって廃止し、30年度

以降は『みえ森林・林業アカデミ （仮称）』で育成でき
産部

研修）
るよう検討を進める。

林業担い手育成確
特殊検診事業（県単補助）については、事業者の実務

保事業費補助金
であることから平成28年度をもって廃止する。

農林水
2 平成29年度 また、安全衛生指導員養成対策事業については、「豊 434 
（林業労働安全衛

かな森と地域を担う人づくり事業』において、国費により
産部

生総合対策事業）
支援することとする。

集落ぐるみで取り
零細補助金であり、かっ制度改正による経過措置とし

3 
組むニホンザル等

平成29年度 て設けられたものであるため、平成28年度をもって廃止 。農林水
対策支援事業補助

する。
産部

金

新規就業者の定着支援は必要であるが、事業を見直
新規就業者漁船・ すこととし、当補助金は平成28年度をもって廃止する。

。農林水4 i魚具リース事業補 平成29年度 なお、平成29年度以降は、これまでの成果を踏まえ、各
助金 機関が連携して漁師塾の拡大等の活動に集中して取り

産部

組む。

新規就業者の定着支援は必要であるが、事業を見直

新規就業者臨時雇
すこととし、当補助金は平成28年度をもって廃止する。

。農林水5 平成29年度 なお、平成29年度以降は、これまでの成果を踏まえ、各
用経費補助金

機関が連携して漁師塾の拡大等の活動に集中して取り
産部

組む。

漁業担い手対策協
新規就業者の定着支援は必要であるが、事業を見直

6 議会運営事業補助 平成29年度
すこととし、当補助金は平成28年度をもって廃止する。 。農林水

金
なお、平成29年度以降は、これまでの成果を踏まえ、各 産部
機関が連携して漁師塾の拡大等の活動に取り組む。

( 1 ）小計 434 

（単位干円）

(2）平成29年度から平成31年度における見直し

No 
細事業名 見直し（予定）
（）内は細々 事業名 年度

見直しの内容（方向性）
平成29年度 所管部局
予算額 名

該当なし

（単位千円）
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(3）平成30年度の見直し
（単位千円）

No 
細事業名 見直し（予定）

見直しの内容（方向性）
平成29年度 所管部局

（）内は細々 事業名 年度 予算額 名

農業用用排水の水質保全及び農村環境の改善等を図

団体営農業集落排
るため、市町が用排水施設等の整備を行う際には、国
費及び起債により財源措置がなされており、県単補助 農林水

1水整備促進事業費 平成30年度
としての役割を一定終えたことから、平成30年度以降

23,590 
産部

補助金
着手する新規地区については、補助を廃止する。
なお、継続地区については引き続き補助する。

(3）小計 23,590 

(4）平成31年度以降の見直し

（単位千円）

N。 細事業名 見直し（予定）
見直しの内容（方向性）

平成29年度 所管部局
（）内は細々 事業名 年度 予算額 名

漁協の経営基盤の強化のための組織再編の協議が継
続されているところではあるが、大きな情勢の変化が見

1漁協経営改革推進 平成31年度
られない限り、当補助金は平成30年度をもって休止す

200 
農林水

事業補助金 る。 産部
なお、漁協の組織再編に向けて、引き続いて県漁連等
と連携して取り組む。

子牛生産基盤を核
本県の和牛ブランド肥育経営の課題である肥育用子牛
の確保を図るため、繁殖雌牛の購入費用を平成28年

2 
とした連携体育成

平成31年度 度から3年間のモデル事業として補助するものであり、 1,500 
農林水

金モデル事業費補助 平成30年度をもって目的を達成して終了できるよう、関
産部

係機関と連携して事業に取り組む。

養殖経営強化支援
養殖漁業における課題解決に向け、生産者が共同で

農林水
3 
事業費補助金

平成31年度 行う生産性の向上や経営改善等の取組を支援している 1,250 
産部

が、当初の予定どおり平成30年度をもって廃止する。

漁村の生活環境及び水域環境の改善を図るため、市
町が漁業集落排水施設の整備を行う際には、国費及

4 
漁業集落排水整備

平成32年度
び起債により財源措置がなされており、県単補助として 8,223 農林水

支援事業費補助金 一定の役割を終えたことから、平成32年度以降着手す 産部

る新規、継地続区地に区つlいては、補助をき続廃き止補す助る。
なお ごついては引 する

＝重まるごと自然 平成31年度をもって事業目的を達成して事業終了でき
農林水

5 体験実践支援交付 平成32年度 るよう、新たな需要を創出する自然体験プログラムづく 5,000 
度部

金 りをより一層加速化させ、重点的に取り組む。

子ども農山漁村ふ 平成31年度をもって事業目的を達成して事業終了でき

自
るさと体験受入モ

平成32年度
るよう、子ども・学生のグループによる農山漁村地域で

1,500 農林水
デル体制整備支援 の体験活動を受け入れる地域協議会を支援し、受け入 産部
交付金 れ態勢づくりに取り組む。

三重ノリ生産・販売 アサクサノリの生産安定化と増産に向けた課題を解決
農林水

7 体制構築事業費補 平成32年度 するため、引き続き事業に取り組み、当初の予定どおり 400 
産部

助金 平成31年度をもって廃止する。

(4）小計 18,073 
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( 3）みえ農業版MB A養成塾（仮称）について

1 目的

人口減少、高齢化が進展する地方において、基幹産業である農業の持続的な発展を通じ

て地方創生の実現を図るためには、先進的・革新的な農業ビジネスを展開する経営体を確

保・育成し、若者にとって“やりがい”のある質の高い就業の場を創出していく必要があ

ります。

このため、具業種との連携や地域資源の有効活用などにより、農業ビジネスを展開して

いく「地域イノベーターjや「起業家j、「農業法人のビジネスマネージャー」などの若き

ビジネス人材を育成する仕組みを、産学官が連携しパッケージとして構築するものです。

2 平成28年度の取組状況

平成 28年度には、県内の先進的な農業法人の代表者や学識経験者など8名で構成する

「三重の農業若き医の里プロジェクト実行会議Jを開催し、農業法人等の起業やマネージ

ャーとしてキャリアアップ等をめざす若者への効果的な支援スキーム等の検討を進めてき

ました。

その結果、食全般を視野に入れた基礎知識の習得や、経営実践力の養成に効果的な雇用

型実習などをカリキュラムの中心とした新たな農業コース（「みえ農業版MBA養成塾（仮

称）」）を県農業大学校に設置することとしました。

【「みえ農業版MB A養成塾（仮称）」の概要】（別添1)

養成塾では、農業大学校のみならず、三重大学大学院地域イノベーション学研究科（修

士課程）、県内の農業法人、食品産業事業者等が連携のもと、以下のカリキュラムを実施

する計画です。

①経営学講座（新設） …農業経営論、農業簿記、マネジメント・リーダー

シップ論等の講座

②フードマネジメント講座（新設） －－食品産業事業者と連携した食品流通・加工、機能性、

健康、衛生管理、食品ビジネス戦略論等の講座

③フ。ロジェクトマネジメント演習 …三重大学地域イノベーション学研究科（修士課程）

が行う現地課題を研究テーマとした演習の受講

④雇用型インターンシップ（新設） …先進的な農業法人や流通販売事業者に雇用されな

がら経営実務を学ぶインターンシップ

⑤経営プラン策定演習（新設） …雇用型インターンシップなどでの課題に対応した

自らの経営プランの策定

n
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3 平成29年度の取組

みえ農業版MBA養成塾（仮称）で行う予定の講座等の準備や、平成30年4月の開設を

めざした塾生募集等の広報活動に取り組んでいきます。

( 1 ）講座の開講準備

国の事業を活用し、農業大学校研修科において、実践的なマネジメント手法等を学

ぶ「経営学講座」と、フード、バリューチェーン全般を学ぶ「フードマネジメント講座」

を7月から試行的に実施し、講座内容の企画や運営手法等の検討に生かしていきます。

また、「雇用型インターンシップ」の受入法人等の確保や、「経営プラン策定演習」

を円滑に進めるためのアド、パイザーの配置などに取り組みます。

( 2）広報活動（塾生募集活動）

養成塾では、県内の青年農業者一（就農5年目程度）に加えて、県内で新たに農業ビ

ジネスの創出・実践を志す全国の若者を、三重大学地域イノベ｝ション学研究科（修

士課程）と農業大学校研修科の2つの／レートを通じて受け入れる予定です。

こうした塾生を広く募集するため、 PRイベントの開催や、就業・就職や移住など

のマッチングサイトへの情報掲載、大学や県内農業法人への案内などの広報活動に取

り組みます。
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(4）農林水産分野と福祉分野との連携について

1 現状（背景・課題）

社会的に障がい者の雇用機会の拡大が求められている中、障がい者が農林水産業の新た

な担い手として活躍できるよう、県では、農林水産業への福祉事業所の参入支援や障がい

者の就労促進など、農林水産分野と福祉分野との連携を進めています。

( 1 ）農業分野

平成23年度から福祉分野との連携を推進しており、これまでに、一般社団法人三重県

障がい者就農促進協議会などと連携し、農業と福祉をつなぐ人材（農業ジョブトレーナ

一等）の育成や福祉事業所の施設外における就労（農作業請負）の促進、農福連携全国

サミット等の開催による情報発信や全国における関係者の連携意識の醸成に取り組んで

きたところです。

その結果、イチゴやコマツナなどの施設野菜、ネギなどの露地野菜等、園芸の分野で、

40件の福祉事業所が農業参入するとともに、13件の農業経営体が障がい者の雇用を行う

ことにより、合わせて540名（福祉事業所513名、農業経営体27名）の障がい者が農業で
活躍しています。今後は、こうした取組を継続しながら、特に農業経営体における障が

い者の就労機会の拡大を図る必要があります。

( 2）林業分野

平成27年度から福祉分野との連携に向けた取組を進めており、平成28年度は、鈴鹿

市において、みえ森と緑の県民税市町交付金事業を活用した取組で、市内の高校、福祉

事業所、木工業者と連携して木製玩具の製作について検討し、実際に高校生がデザイン

した玩具の試作を行うこ左で、障がい者が作業できる工程を明らかにしました。これに

より、鈴鹿市の子育てサロン等で配布する木製玩具約600個を福祉事業所と木工業者が

連携して製作することになりました。

引き続き、福祉分野との連携を進めるため、木材加工や林業用種苗生産等の現場にお

いて、障がし、者が取り組める作業等について関係事業者に周知するなど、取組を拡大し

ていく必要があります。

( 3）水産分野

平成25年度に、志摩市社会福祉協議会が、三重県栽培漁業センターからの依頼を受け

て、障がい者による真珠養殖資材（アコヤ貝稚貝の採集器）の作製を行ったことをきっ

かけに福祉分野との連携が始まりました。

現在では、県内8つの福祉事業所が、ヒジキに混入する異物の除去や、カキに付着し

たフジツボの除去など、 14の作業を漁業者等から受託するまでに拡大しています。

また、志摩市社会福祉協議会の関係者が、カキ養殖を行う会社を設立し、本年2月に

鳥羽磯部漁協の組合員となり、障がい者を受け入れ、本格的にカキ養殖を開始していま

す。

今後とも、障がい者の就労機会の拡大に向けて、養殖業等において障がい者が取り組

める作業等を関係事業者に周知するなど、取組を進めていく必要があります。
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2 平成29年度の取組

農林水産分野における障がい者の就労機会をさらに創出するため、農林水産の各分野が

連携して、福祉事業所における施設外就労（福祉事業所による作業請負）や農林水産業へ

の参入を支援するとともに、現場のニーズや実情にあわせて、農林水産分野と福祉分野の

連携を進めていきます。

( 1 ）農業分野

・三重県障がい者就農促進協議会や市町と連携し、農業ジョブトレ｝ナーとなる人材の

掘り起こしとスキルアップを図りながら、「農業ジョブトレーナー登録・派遣制度J

の構築に取り組みます。

・福祉事業所における施設外就労をさらに促進し、施設外就労が中心となって、花木や

露地野菜などの園芸産地を支える「福祉と産地との連携モデル」の構築を進めます。

・農福連携全国サミットの開催等により、全国的な関係者の連携に向けた機運が醸成さ

れてきたことから、情報の交換や発信、有効施策の調査研究、国への提言などを行う

場として、都道府県で構成するネットワーク組織を構築していきます。

( 2）林業分野

・木工業者と福祉事業者との連携を拡大するため、セミナー等を開催し、平成 28年度

に取り組んだ事例や他分野での連携事例を紹介するなど、マッチング、に向けた取組を

行し、ます。

－林業用種苗生産の現場においても、これまでの取組で、’障がい者が参加可能な作業条

件等が明らかになったことから、コンテナ苗等の生産事業者に対して働きかけを行う

など、引き続き、福祉事業者とのマッチングに取り組みます。

( 3）水産分野

・アオノリやヒロメなどの養殖等への展開を促進し、 7.k福連携に取り組む地区を拡大す
るため、引き続き、障がい者が取り組むことができる作業の掘り起こしや新たな作業

委託に必要となる道具類の購入・貸出し、技術指導などに取り組みます。

• 6月には鳥羽市で、県内の漁業者や漁協、福祉事業所職員等を対象に、障がい者が、

カキ養殖資材（カキ稚員の採集器）の作製に取り組む現場を視察する研修会を実施し

たところであり、引き続き、福祉事業者とのマッチングに取り組みます。
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( 5）三重県農業農村整備計画の実施状況（平成 28年度実績）について

本県では、農業及び農村の様々な課題に的確に対応するため、平成 28年3

月に三重県農業農村整備計画を策定し、計画的に農業農村整備を推進していま

す。

整備計画では、めざすべき農業及び農村の姿を明確にしたうえで、 4つの主

要取組と取組ごとの基本目標を定めるとともに、その目標達成に向けた基本事

業を推進することとしています。このたび、平成 28年度の主要取組の実施状

況がまとまりましたので報告します。

平成 28年度の主要取組の実施状況

1 農業生産性の向上

目標項目 目標指標 目標 実績

基本目標
基盤整備を契機とした農地の

集積（面積）率 38. 1出 39. 0出
担い手への集積

効率的な営農の実現に向けた パイプライン化進
53. 1出 53. 7出

水管理や維持管理の省力化 捗率
基本事業

生産性の高い農業をめざした
ほ場整備率 85.4出 86. 0目

農地整備（区画整理）

( 1 ）平成 28年度の取組

水管理や維持管理の省力化に向け、 11地区において農業用水路のパイプライ

ン化を進めた結果、パイプライン化済面積は 2,410.4haとなりました。

また、生産性の高い農地の整備に向け、 3地区においてほ場の大区画化を進め

た結果、区画整理実施済面積は、 3,858. 3haとなりました。

これらの基本事業の取組により営農労力及び維持管理労力が軽減されたこと

で、担い手への農地集積面積が l,751haとなり、集積率が 39.0%まで向上し、

基本目標を達成することができました。

( 2）平成 29年度の取組

担い手への農地の集積・集約化を進めるため、引き続き、農業用水路のパイプ

ライン化やほ場の大区画化等の生産基盤の整備に取り組みます。

－高度水利機能確保基盤整備事業朝見上地区 他11地区
・県営かんがい排水事業 宮Jil4工区地区他5地区

内
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2 安全開安心な農村づくり

目標項目 目標指標 目標 実績

基本目標
ため池および排水機場の整備によ

被害防止面積 2,852ha 2, 852ha 
り被害が未然に防止される面積

農業用ため池の決壊を防止する耐 対策済ため池
43か所 43か所

震対策 の数

基本事業
整備済排水機

6か所 6か所
基幹的農業水利施設の耐震対策お 場の数

よび長寿命化 機能保全計画

策定延長
33km 33km 

( 1 ）平成 28年度の取組

安全・安心な農村づくりに向け、農業用ため池 1か所の耐震対策が完了し、耐

震対策済の農業用ため池は累計で 43か所となりました。

また、排水機場についても 1か所の耐震対策が完了し、耐震対策済の排水機場

は累計で6か所となりました。
これらの基本事業の取組により、農業用ため池や排水機場の整備により被害が

未然に防止される面積が累計 2,852haとなり、基本目標を達成することができま

した。

( 2 ）平成 29年度の取組

農業用ため池の決壊による被害や、宅地、公共施設などへの洪水被害を未然

に防止するため、引き続き、農業用ため池や排水機場等の耐震対策及び長寿命

化に取り組みます。

・県営ため池等整備事業 尾ヶ峰上池地区他 9地区

・基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業長島中部地区 他4地区

3 地域の特性を生かした農村の振興

目標項目 目標指標 目標 実績

基本目標
条件不利を解消する生産基盤や生

集落率 80.9目 80.9略
活環境の整備

農業集落排水事業の実施による生 農業集落排水整
19地区 19地区

活環境の整備 備地区数
基本事業

基盤整備を契機とした農村の交流 交流活性化を促
16施設 17施設

－活性化 す整備施設数

( 1 ）平成 28年度の取組

生活環境の改善に向け、農業集落排水施設の整備を進めた結果、 11地区の整

備が完了し、農業集落排水整備地区数は 19地区となりました。
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また、農村の交流・活性化に向け、農道や集落道などの整備を進めた結果、 7

施設の整備が完了し、交流活性化を促す整備施設数は 17施設となりました。

これらの基本事業の取組により、中山間地域等における生産基盤や生活環境の

整備が進んだことで、条件不利が解消した集落数が 178となり、集落率が 80.9 

%まで向上し、基本目標を達成することができました。

( 2 ）平成 29年度の取組

中山間地域等の条件不利を解消するため、農業集落排水施設や農道・集落道路

等の生産基盤・生活環境の整備に取り組みます。

－団体営農業集落排水整備促進事業 比奈知地区他 3地区

－県営中山間地域総合整備事業 熊野南部地区他6地区

4 多面的機能の維持圃発揮

目標項目 目標指標 目標 実績

多面的機能維持・発揮のための地
基本目標一 域活動 集落率 48. 9拡 49.6出

多面的機能支払事業の活動組織への
活動支援面積率 58. 9目 61. 0唱

支援
基本事業

中山間地域等直接支払の協定集落へ
協定支援面積率 53. 3出 53.3出

の支援

( 1 ）平成 28年度の取組

農業の多面的機能の維持・発揮に向け、多面的機能支払制度の推進に取り組ん

だ結果、新たに 43集落、 856haで活動が始まりました。

また、中山間地域等の農業生産活動を支援する中山間地域等直接支払制度を活

用し、新たに 3集落、 31haで協定が締結されました。

これらの基本事業の取組により、多面的機能の維持・発揮のための地域活動を

行う集落数がし 046となり、集落率が 49.6%まで向上し、基本目標を達成する

ことができました。

( 2 ）平成 29年度の取組
農業・農村の持つ多面的機能を十分発揮させるため、多様な主体の参加を促し、

地域資源の維持保全活動や、中山間地域等における農業生産活動に取り組む集落

を支援します。

－多面的機能支払事業

ー中山間地域等直接支払事業

集落数 992集器

集落数 217集落
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( 6）伊勢志摩国立公園のナショナルパーク化について

1 経緯
昨年7月、伊勢志摩国立公園が、日本の国立公闘を世界水準のナショナノレパ｝クにし、

インバウンドの拡大をめざす「国立公園満喫プロジェクトJの先導的モデ、ルに選定されま

した。

このことを受けて、伊勢志摩国立公園では、地域の活動団体や環境省、県、関係市町、

観光事業者等で構成する「伊勢志摩国立公園地域協議会（以下、「地域協議会Jという。）J 

を設立し、昨年 12月に「伊勢志摩国立公園ステップアッフ。プログラム 2020」（以下、「ス

テップアッププログラム」という。）を策定しました。

2 ステップアッププログラムの推進

ステッフ。アップフ。ログラムでは、自然環境の保全や利用、インバウンドをはじめとする

誘客に向けた取組をとりまとめており、伊勢志摩国立公園を訪れる外国人利用者数を、2020

年までに 10万人（現状の3倍）に押し上げることを目標としています。この目標の達成に

向け、地域協議会が中心となって、平成29年度は、以下の5項目について、重点的に取り

組みます。

( 1 ）ナショナルパーク化に向けた機運醸成と人材育成

地域の皆さんが国立公闘に住んでいることに意義と誇りを持ち、多様な主体が連携して

取組を進められるよう、本年3月に、伊勢志摩地域において、ナショナルパーク化キャラ

パンを展開し、ステッフ。アッププログラムの周知を図りました。

引き続き、地域住民を対象とした伊勢志摩国立公濁の歴史や文化を学ぶセミナ一、地元

大学生と連携した体験型イベントなどを開催し、ナショナノレパーク化に向けた機運の醸成

を図っていきます。

また、外国人利用者の受入体制を充実させるため、地域の関係者や市町と連携して、自

然体験活動に係るインストラクタ｝やガイド、おもてなし人材等の育成に取り組みます。

＼一一＼

( 2）海外へのプロモーション

伊勢志摩サミットで向上した知名度を生かし、「美しい自然・景観」「悠久の歴史・文化j

「豊かな食jなど、伊勢志摩の魅力を国内外へ広く発信し、海外誘客の拡大等につなげる

ため、県観光局等と連携して、

－富裕層や欧米諸国の観光客を呼び込むためのファムトリップ（海外メディアによる現地

視察）

－海外に配置したレッブ。（県に代わって営業活動を行う現地代理人）による、メディアや

旅行会社へのセーノレス活動

などに取り組みます。

また、国際会議等（MICE）に出席する訪日：外国人が、滞在期間中に伊勢志摩を訪れ

てもらえるよう、魅力あるツアーを企画・提案していきます。
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近年、急速に割合が増加している個人の外国人旅行者（FIT）については、本年3月

に開設した「伊勢志摩国立公園インスタグ、ラム」などSN Sを有効に活用して、積極的に

情報発信していきます。

( 3）エコツーリズムの推進

豊かな地域資源を保全・活用しながら観光の振興に寄与していくため、「伊勢志摩国立公

園エコツーリズム推進協議会（仮称）Jの年度内設立に向けて取組を進めていきます。

5月には、設立に向けた準備会を発足したところであり、今後、「協議会の体制」「コン

セプトJ「保全およて戸利用に関する目標」などを検討していくこととしています。

また、 7月には、地域のエコツーリズムの関係事業者や観光関係団体を対象としたセミ

ナーを開催するなど、伊勢志摩国立公園全体をフィーノレドとした協議会設立の機運を高め

ていきます。

( 4）優れた景観の保全

世界水準のナショナノレパークにふさわしい景観の形成に向けて、県土整備部と連携して、

市町を対象とした景観形成連絡会議などにおいて、ステップアップ。プログラムの周知、理

解促進を図っていきます。

また、今後、鳥羽市や南伊勢町が策定する景観計画をより充実したものにしていくため、

自然やまちなみ等の景観改善に関する県・市町合同の勉強会を開催します。

特に、太陽光発電施設の設置については、策定中の「太陽光発電施設の適正導入に係る

ガイドライン」に基づき、国立公園の特別地域はもとより、普通地域のうち景観に配慮が

必要な区域においても適切な指導を行ってまいります。

(5）快適な利用環境の整備

外国人利用者の利便性を高めるため、 21箇所のビューポイントのうち、音無山園地（伊

勢市）、答志島・神島（鳥羽市）、登茂山園地（志摩市）、鵜倉園地（南伊勢町）および近畿

自然歩道において、多言語化案内板の設置やトイレの洋式化などに取り組んでいきます。

また、上質感のあるくつろぎの空間を提供するため、環境省が横山園地（志摩市）に展

望カフェテラスの整備を進めており、県においても、拠点となる展望施設の利用者満足度

を高めるため、鵜倉園地や登茂山園地における木製展望テラスの整備等を計画しています。

3 今後の対応

今後も官民が一体となって、ステッフ。アッフロプログラムに基づき、優れた景観や自然の

魅力を確実に保全するとともに、国内外からの集客・交流の拡大を図り、伊勢志摩国立公

園が世界水準のナショナノレパークとなるよう取り組んでまいります。
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( 7）日本農業遺産の認定について

1 世界及び日本農業遺産について

国連食糧農業機関（FAO）では、伝統的な農林水産業とそれに関わる文化等が一体となっ

た世界的に重要なシステムについて、「世界農業遺産jとして認定しており、農林水産省で

は、こうした取組のさらなる発掘及びその価値の評価を通じて、農山j魚村の振興や、次世

代への継承を進めていくため、平成 28年度に「日本農業遺産Iを創設しました。平成 29

年3月には、全国から申請のあった 19件の取組のうち、本県の林業・水産業の関係団体等

から申請していた次の2件を含む8件が、日本農業遺産として認定されました。

2 認定された取組の特徴および課題

( 1 ）急峻な地形と日本有数の多雨が生み出す尾鷲ヒノキ林業（尾鷲林政推進協議会）

尾鷲・紀北地域で生産されるとノキは、徽密な年輪や赤みを帯びた美しい木肌、優れ

た耐久性が特徴で、

q急傾斜地かっ多雨（痩せ地が多く樹木の生長が遅い）という地理的不利を、密植と
丁寧な枝打ち・間伐という「生産技術」により克服し、生物多様性にも配慮しなが

ら持続的に木材を生産してきたこと

②熊野古道沿線やリアス海岸に面した急斜面の人工林は、地域独自の景観を呈してい

ること

などが評価され、認定されました。

一方で、建築様式の変化により、「尾鷲ヒノキ林業jが生産してきた高品質な柱材等の

需要が減少しており、伊勢志摩サミットで採用された首脳会議用円卓など、尾鷲ヒノキ

の魅力を生かせる家具や内装材等での新たな需要拡大を進める必要があります。

また、地域の魅力を生かした森林体験や熊野古道との連携によるツアーなど、観光と

の連携により、地域に人と活力を呼び込んで、いく必要があります。

(2）鳥羽 E 志摩の海女漁業と真珠養殖業 一持続的漁業を実現する里海システムー

（鳥羽 E 志摩の海女漁業岨真珠養殖業世界農業遺産推進協議会）

鳥羽・志摩地域の海女漁業及び真珠養殖業は、この地域特有のリアス海岸地形を生か

し、

①長期間にわたり持続的に営まれており（海女1,200年以上、真珠 120年以上）、海女

小屋で伝えられる技術や、この地域独特の厘珠（りんだま）と呼ばれる小さな真珠

を作る技術があること

②地域固有の文化や景観を形成していることや、世界で初めて真珠養殖が生み出され、

それが世界に広がっていったこと、またそのためには海女の存在が必要不可欠で、あ

ったこと

CT観光資源や地域の産業としても重要な役割を果たしていること
などが評価され、認定されました。
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一方で、、木県には日本で最も多い海女と真珠養殖業者がいますが、漁業者の高齢化等

が進んでおり、両漁業を将来にわたって持続していくためには、海女漁獲資源、の増大、

真珠の生産性向上、担い手の確保・育成等に関する取組を進めていく必要があります。

また、里海の美しい景観や豊かな生物多様性の保全、地域間有の文化の継承に取り組

むとともに、阿漁業と地域の魅力を一体的に高め、国内外に広く発信することで地域の

活性化に繋げていく必要があります。

3 今後の対応

日本農業遺産の認、定について、県民の皆さんや事業者の方々に広く知っていただき、伝

統的な農林水産業の継承と地域活性化に向けた機運を高めるためのシンポジウムを開催す

るなど、市町や関係団体等と連携し効果的な広報活動を展開していきます。

また、各協議会が策定した日本農業遺産保全計画に基づき、伝統的な技術や文化の継承、

美しい景観の保全等の活動を支援するとともに、世界農業遺産への認定申請も見据え、関

係機関と連携した恥組を進めてまいります。

( 1 ）尾鷲ヒノキ林業

①東京オリパラにおける森林認証材左しての尾鷲ヒノキの活用も見据え、森林認証の取

得推進に向けたセミナーの開催や、新たな製品開発、「尾鷲ヒノキjの良さを消費者に

実感してもらうためのPR活動等に対して支援します。

②市町や関係団体等と連携し、世界遺産「熊野古道」と一体となった森林体験ツアーの

実施など、観光面での集客・交流の拡大を図ります。

(2）鳥羽・志摩の海女漁業と真珠養殖業

①漁協や市町等と連携し、海女漁獲物であるアワビ資源の増大、真珠の生産性向上、漁

場環境や生物多様性の保全、海女漁獲物や真珠の販売促進等、両漁業の持続的な発展

に向けた取組を進めます。

②市町や関係団体等と連携し、海女小屋体験や真珠養殖体験など、美しい景観や豊かな

自然、地域固有の文化を生かした観光コンテンツの磨き上げに取り組み、観光面での

集客・交流の拡大を図ることで、地域の活性化に繋げてまいります。
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( 8）各種審議会等の審議状況の報告について

（平成29年2月15日～平成29年6月2日）

濃林水産部）

1審議会等の名称 三阜県農村地域資源保全向上委員会

2 関曜年月日 平成29年2月20日（月）

3委員 ［委員長］三智正学教授～大野研他4名

( 1) 日本型直接支払（多面的機能支払事業、中山間地域等直接支払事業、

4諮問事項 環境保全型農業直接支払事業〕について

(2）中山間ふるさと水と土保全対策事業について

多面約機能支払事業、中山間地域等直接支払事業、環境保全型農業直革

5調査審議結果 支払事業及び、中山間ふるさと水と土保全対策事業の平成28年度事業掛責

について審議していただき、適当と認められました。

6備考

1審議会等の名称 三車県自然環境保全審議会 自然環境部会

2 開催年月日 平成29年2月20日（月）

3委員
［会長］中音隣接v~ートナーシップオフィス チーフプロデューサー

新毎洋子他7名

4諮問事項
( 1）部会長、部会長代理の選任

(2）三重県指定希少野生動植物種の指定にっし、て

(1）部会長、部会副曜が潤壬されました。

5調査審議結果 (2）三重県指定希少野生軍縮物種の指定について審議していただ、き、適

当ど認められました。

6備考
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1審議会等の名称 みえ森と緑の県民説言判団委員会

2開催年月日 平成29年2月21日ωく）

3委員 ［委員長］三官三学教授松村直人他6名

(1）委員長、副委員長選出

4諮問事項 (2）みえ森と緑の県民税開函委員会（！；今後の進め方

(3）平成28年度みえ森と緑の県問見基金事業の進捗報告

( 1）委員長、副委員長が選出されました。

5調査審議結果
(2）みえ森と緑の県民税評価委員会の今後の進め方について了承されま

した。

(3）平成28年度事業の進捗状況を報告しました。

6備考

1審議会等の名称 三重ブランド認定委員会

2開催年月日 平成29年2月23日（木）

3委員 ［委員長］三重大学教授磯部由香他6名

4諮問事項 平成28年度三重ブランド認定について

「三重ブ？フシド認定基準及び審査取扱方童十」に基づき、一次審査を通過

した「桑名のはまぐり」「伊勢たくあんjについて、事前に実施した実地

5調査審議結果 調査（平成29年2月2日、 3日に実施）および事業者からのプレゼンテ

ーションをふまえた審議の結果、 2件とも認定が妥当であると判定されま

した。

6備考

1審議会等の名称 三事県自然環境保全審議会鳥獣部会

2開催年月日 平成29年3月10日（金）

3委員 ｛会長］野呂政夫他5名

(1）第12次鳥獣保護管理事業計画の策定

4諮問事項
(2）第二種特定鳥獣管理計画（ニホンジカ）の策定

(3）第二種特定鳥獣管理計画（イノシシ）の策定

(4）第二種特定鳥獣管理計画（ニホンザル）の策定

5調査審議結果 原案どおり適当と認められました。

6備考
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1審議会等の名称 三島県選討す地域資源保全向上委員会

2開催年月日 平成29年6月1日（木）

3委員 【委員長］三宮て学教授大野研他4名

(1）日本型直接支払（多面的機能支払事業、中山間地域等直接支払事業、

4諮問事項
環境保全型農業直接支払事業）について

(2）中山陽ふるさと水と士保全対策事業について

(3）中山間地農業ルネッサンス事業について

多面白強能支払事業、中山問地域等直接支払事業、環境保全型農業直議

5調査審議結果
支払事業、中山間ふるさと水と土保全対策事業及び、中山間地農業ノレネッ

サンス事業の平成29年度事業計画について審議していただき、適当と認め

られました。

6備考
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